
教 育 委 員 会 会 議 

日時 令和３年９月３０日（木）

午後２時００分                 

場所  教育委員会室 

＜ 次  第 ＞ 

１ 開  会 

２ 議  事 

３ 閉   会 

議案第４５号 さいたま市教職員服務規程の一部を改正する訓令の制定について 

議案第４６号 さいたま市教員の自己啓発等休業に関する条例施行規則を廃止する規則の

制定について 

議案第４７号 さいたま市教員の修学部分休業に関する条例施行規則を廃止する規則の制

定について 

議案第４８号 さいたま市教職員の給料等の支給に関する規則の一部を改正する規則の制

定について 

議案第４９号 さいたま市教職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則の制定に

ついて 

議案第５０号 さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する

規則の制定について 

議案第５１号 さいたま市教職員の給与に関する条例附則第６項等の規定による給料に関

する規則の一部を改正する規則の制定について 

議案第５２号 さいたま市社会教育委員の委嘱について 

議案第５３号 さいたま市図書館協議会委員の任命について 



議案第４５号 

さいたま市教職員服務規程の一部を改正する訓令の制定について 

さいたま市教職員服務規程の一部を改正する訓令を、別紙のとおり制定する。 

令和３年９月３０日提出 

さいたま市教育委員会 

教育長 細田 眞由美 



別紙 

さいたま市教職員服務規程の一部を改正する訓令

さいたま市教職員服務規程（平成１３年さいたま市教育委員会訓令第４号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄

にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後部

分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前 

 （自己啓発等休業）  （自己啓発等休業） 

第２３条 教員は、さいたま市職員の自己啓

発等休業に関する条例(令和３年さいたま市

条例第○号。以下この条において「自己啓

発等休業条例」という。)第２条の規定によ

り自己啓発等休業の承認の申請をしようと

するときは、原則として当該自己啓発等休

業をしようとする期間の始まる日の 1月前

までに、自己啓発等休業承認申請書を確認

書とともに委員会に提出しなければならな

い。 

第２３条 教員は、さいたま市教員の自己啓発

等休業に関する条例(平成２９年さいたま市

条例第１９号。以下この条において「自己啓

発等休業条例」という。)第３条の規定によ

り自己啓発等休業の承認の申請をしようとす

るときは、原則として当該自己啓発等休業を

しようとする期間の始まる日の 1月前まで

に、自己啓発等休業承認申請書を確認書とと

もに委員会に提出しなければならない。 

２ 教員は、自己啓発等休業条例第７条第１

項の規定により自己啓発等休業の期間の延

長の申請をしようとするときは、原則とし

て現に承認を受けている自己啓発等休業の

期間の満了する日の 1月前までに、自己啓

発等休業承認申請書を委員会に提出しなけ

ればならない。 

２ 教員は、自己啓発等休業条例第８条第１項

の規定により自己啓発等休業の期間の延長の

申請をしようとするときは、原則として現に

承認を受けている自己啓発等休業の期間の満

了する日の 1月前までに、自己啓発等休業承

認申請書を委員会に提出しなければならな

い。 

３ ［略］ ３ ［略］ 

４ 教員は、自己啓発等休業条例第９条第１

項の規定により大学等課程の履修又は国際

貢献活動の状況について報告しようとする

ときは、自己啓発等休業状況報告書を委員

会に提出しなければならない。 

４ 教員は、自己啓発等休業条例第１０条第１

項の規定により大学等課程の履修又は国際貢

献活動の状況について報告しようとするとき

は、自己啓発等休業状況報告書を委員会に提

出しなければならない。 

５ ［略］ ５ ［略］ 

 附 則

 この訓令は、公布の日から施行する。



 提案理由 

 さいたま市職員の自己啓発等休業に関する条例の制定に伴い、さいたま市

教員の自己啓発等休業に関する条例が廃止されることから、さいたま市教職

員服務規程の一部を改正する訓令を制定するものです。

 なお、施行期日は公布の日です。 



議案第４６号 

さいたま市教員の自己啓発等休業に関する条例施行規則を廃止する規則の制定について 

さいたま市教員の自己啓発等休業に関する条例施行規則を廃止する規則を、別紙のとおり制定

する。 

令和３年９月３０日提出 

さいたま市教育委員会 

教育長 細田 眞由美 



別紙 

    さいたま市教員の自己啓発等休業に関する条例施行規則を廃止する規則

  さいたま市教員の自己啓発等休業に関する条例施行規則（平成２９年さいたま市教育委員会

規則第１１号）は、廃止する。 

   附 則 

  この規則は、公布の日から施行する。 



 提案理由 

 さいたま市職員の自己啓発等休業に関する条例の制定に伴い、さいたま市

教員の自己啓発等休業に関する条例が廃止されることから、さいたま市教員

の自己啓発等休業に関する条例施行規則を廃止する規則を制定するもので

す。

 なお、施行期日は公布の日です。 



参考資料 

さいたま市教員の自己啓発等休業に関する条例施行規則 

平成２９年３月３１日 

規則第１１号 

（趣旨）

第１条 この規則は、さいたま市教員の自己啓発等休業に関する条例（平成29年さいたま

市条例第19号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（大学等課程の履修の成果をあげるために特に必要な場合）

第２条 条例第４条の教育委員会規則で定める場合は、学校教育法（昭和22年法律第26号）

第97条に規定する大学院の課程（同法第104条第７項第２号の規定によりこれに相当する

教育を行うものとして認められたものを含む。）又はこれに相当する外国の大学（これに

準じる教育施設を含む。）の課程であって、その修業年限が２年を超え、３年を超えない

ものに在学してその課程を履修する場合とする。

（一部改正〔平成31年教委規則18号〕）

（自己啓発等休業の期間の再度の延長ができる特別の事情）

第３条 条例第８条第２項の教育委員会規則で定める特別の事情は、自己啓発等休業の期間

の再度の延長をしようとする教員が負傷又は疾病により入院したことその他の自己啓発

等休業の期間の延長の申請時に予測することができなかった事実が生じたことにより当

該自己啓発等休業の再度の延長をしなければ当該教員の公務に関する能力の向上に著し

い支障が生じることとなったこととする。

（条例第11条の教育委員会規則で定める日）

第４条 条例第11条の教育委員会規則で定める日は、さいたま市教職員の初任給、昇格、

昇給等の基準に関する規則（平成29年さいたま市教育委員会規則第13号）第26条に規定

する昇給日とする。

（その他）

第５条 この規則に定めるもののほか、自己啓発等休業に関し必要な事項は、市教育委員会

教育長が別に定める。

附 則

この規則は、平成29年４月１日から施行する。

附 則（平成31年３月29日教委規則第18号）

（施行期日）

１ この規則は、平成31年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則による改正後のさいたま市教員の自己啓発等休業に関する条例施行規則第２

条の規定の適用については、同条に規定する大学院の課程には、この規則による改正前の



さいたま市教員の自己啓発等休業に関する条例施行規則第２条に規定する大学院の課程

（学校教育法の一部を改正する法律（平成29年法律第41号）による改正前の学校教育法

（昭和22年法律第26号）第104条第４項第２号の規定によりこれに相当する教育を行うも

のとして認められていたものに限る。）を含むものとする。



議案第４７号 

さいたま市教員の修学部分休業に関する条例施行規則を廃止する規則の制定について 

さいたま市教員の修学部分休業に関する条例施行規則を廃止する規則を、別紙のとおり制定す

る。 

令和３年９月３０日提出 

さいたま市教育委員会 

教育長 細田 眞由美 



別紙 

    さいたま市教員の修学部分休業に関する条例施行規則を廃止する規則

  さいたま市教員の修学部分休業に関する条例施行規則（平成２９年さいたま市教育委員会規

則第１０号）は、廃止する。 

   附 則 

  この規則は、公布の日から施行する。 



 提案理由 

 さいたま市職員の修学部分休業に関する条例の制定に伴い、さいたま市教

員の修学部分休業に関する条例が廃止されることから、さいたま市教員の修

学部分休業に関する条例施行規則を廃止するものです。

 なお、施行期日は公布の日です。 



参考資料 

さいたま市教員の修学部分休業に関する条例施行規則 

平成２９年３月３１日 

規則第１０号 

（趣旨）

第１条 この規則は、さいたま市教員の修学部分休業に関する条例（平成29年さいたま市

条例第18号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（給与の減額）

第２条 条例第４条に規定する減額すべき給与額は、修学部分休業をした月以後の給料（給

料の調整額及び教職調整額を含む。以下この条及び第４条第２項において同じ。）、管理

職手当、給料に対する地域手当及び義務教育等教員特別手当から差し引くものとし、退職、

休職等の場合において減額すべき給与額が、給料、管理職手当、給料に対する地域手当及

び義務教育等教員特別手当から差し引くことができないときは、その他の未支給の給与か

ら差し引くものとする。

第３条 条例第４条に規定する給与の減額の基礎となる時間数は、その月の勤務しなかった

全時間数によって計算するものとする。この場合において、その時間数に１時間未満の端

数を生じたときは、その端数が30分以上のときは１時間とし、30分未満のときは切り捨

てる。

（勤務１時間当たりの給与額の算出）

第４条 条例第４条に規定する勤務１時間当たりの給与額の算出の基礎となる給料の月額

は、さいたま市教職員の給与に関する条例（平成29年さいたま市条例第21号）等の規定

（同条例附則第25項の規定を除く。）によって給料を減じて支給する場合であっても、

教員が本来受けるべき給料の月額とする。

２ 条例第４条の教育委員会規則で定める手当は、管理職手当、給料に対する地域手当及び

義務教育等教員特別手当とする。

３ 条例第４条の教育委員会規則で定める時間は、４月１日から翌年の３月31日までの間

における休日（さいたま市教職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成29年さ

いたま市条例第17号）第11条に規定する休日をいう。）の日数の合計に７時間45分を乗

じて得た時間を超えない範囲内で市教育委員会が定めるものとする。

（端数計算）

第５条 条例第４条に規定する勤務１時間当たりの給与額を算定する場合において、当該額

に、50銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50銭以上１円未満の端数を生じた

ときはこれを１円に切り上げるものとする。

（その他）

第６条 この規則に定めるもののほか、修学部分休業に関し必要な事項は、市教育委員会教



育長が別に定める。

附 則

この規則は、平成29年４月１日から施行する。



議案第４８号 

さいたま市教職員の給料等の支給に関する規則の一部を改正する規則の制定について

 さいたま市教職員の給料等の支給に関する規則の一部を改正する規則を、別紙のとおり制定する。

  令和３年９月３０日提出

                             さいたま市教育委員会

                              教育長 細田 眞由美



別紙 

さいたま市教職員の給料等の支給に関する規則の一部を改正する規則

さいたま市教職員の給料等の支給に関する規則（平成２９年さいたま市教育委員会規則第１４

号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄

にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後部

分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

第４条 教職員が月の中途において次の各号

のいずれかに該当する場合におけるその月

の給料は、日割計算により支給する。

第４条 教職員が月の中途において次の各号

のいずれかに該当する場合におけるその月

の給料は、日割計算により支給する。

 ～  [略]  ～  [略]

 さいたま市職員の自己啓発等休業に関

する条例（令和３年さいたま市条例第〇

号。次項において「自己啓発等休業条例」

という。）第２条の規定により自己啓発等

休業を始め、又は自己啓発等休業の終了に

より職務に復帰した場合

 さいたま市教員の自己啓発等休業に関

する条例（平成２９年さいたま市条例第１

８号。次項において「自己啓発等休業条例」

という。）第３条の規定により自己啓発等

休業を始め、又は自己啓発等休業の終了に

より職務に復帰した場合

２ 月の初日から引き続いて休職にされ、専従

許可を受け、育児休業法第２条の規定により

育児休業をし、公益的法人等派遣条例第２条

第１項若しくは外国派遣条例第２条第１項

の規定により派遣され、停職にされ、配偶者

同行休業条例第２条の規定により配偶者同

行休業をし、教育公務員特例法第２６条第１

項の規定により大学院修学休業をし、又は自

己啓発等休業条例第２条の規定により自己

啓発等休業をしている教職員が、給料の支給

日後に復職し、又は職務に復帰した場合に

は、その月の給料をその際支給することがで

きる。

２ 月の初日から引き続いて休職にされ、専従

許可を受け、育児休業法第２条の規定により

育児休業をし、公益的法人等派遣条例第２条

第１項若しくは外国派遣条例第２条第１項

の規定により派遣され、停職にされ、配偶者

同行休業条例第２条の規定により配偶者同

行休業をし、教育公務員特例法第２６条第１

項の規定により大学院修学休業をし、又は自

己啓発等休業条例第３条の規定により自己

啓発等休業をしている教職員が、給料の支給

日後に復職し、又は職務に復帰した場合に

は、その月の給料をその際支給することがで

きる。

   附 則

 この規則は、公布の日から施行する。



 提案理由 

 さいたま市職員の自己啓発等休業に関する条例の制定に伴い、さいたま

市教員の自己啓発等休業に関する条例が廃止されることから、所要の改正

を行うものです。

 なお、施行期日は公布の日です。 



議案第４９号 

さいたま市教職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則の制定について

 さいたま市教職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則を、別紙のとおり制定する。

  令和３年９月３０日提出

                             さいたま市教育委員会

                              教育長 細田 眞由美



別紙 

さいたま市教職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則

さいたま市教職員の通勤手当に関する規則（平成２９年さいたま市教育委員会規則第２１号）

の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄

にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後部

分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（返納の事由及び額等） （返納の事由及び額等）

第１４条 条例第１６条において読み替えて

準用する職員給与条例第１５条第４項の教

育委員会規則で定める事由は、通勤手当（１

月の支給単位期間に係るものを除く。）を支

給される教職員について生じた次の各号の

いずれかに掲げる事由とする。

第１４条 条例第１６条において読み替えて

準用する職員給与条例第１５条第４項の教

育委員会規則で定める事由は、通勤手当（１

月の支給単位期間に係るものを除く。）を支

給される教職員について生じた次の各号の

いずれかに掲げる事由とする。

 ・  [略]  ・  [略]

 月の中途において地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号。以下「法」という。）

第２８条第２項若しくはさいたま市教員

の休職の事由等に関する条例（平成２９年

さいたま市条例第２０号）第３条第１項の

規定により休職にされ、法第２９条第１項

の規定により停職にされ、法第５５条の２

第１項ただし書に規定する許可を受け、公

益的法人等へのさいたま市職員の派遣等

に関する条例（平成１３年さいたま市条例

第３０３号）第２条第１項若しくは外国の

地方公共団体の機関等に派遣されるさい

たま市職員の処遇等に関する条例（平成１

３年さいたま市条例第３０４号）第２条第

１項の規定により派遣され、教育公務員特

例法（昭和２４年法律第１号）第２６条第

１項の規定により大学院修学休業をし、地

方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第１１０号）第２条の規定により

育児休業をし、さいたま市職員の配偶者同

行休業に関する条例（平成２７年さいたま

市条例第４号）第２条の規定により配偶者

同行休業をし、又はさいたま市職員の自己

啓発等休業に関する条例（令和３年さいた

ま市条例第〇号）第２条の規定により自己

啓発等休業をした場合（これらの期間の初

日の属する月又はその翌月に復職し、又は

職務に復帰することとなる場合を除く。第

１６条第２項において「派遣等となった場

 月の中途において地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号。以下「法」という。）

第２８条第２項若しくはさいたま市教員

の休職の事由等に関する条例（平成２９年

さいたま市条例第２０号）第３条第１項の

規定により休職にされ、法第２９条第１項

の規定により停職にされ、法第５５条の２

第１項ただし書に規定する許可を受け、公

益的法人等へのさいたま市職員の派遣等

に関する条例（平成１３年さいたま市条例

第３０３号）第２条第１項若しくは外国の

地方公共団体の機関等に派遣されるさい

たま市職員の処遇等に関する条例（平成１

３年さいたま市条例第３０４号）第２条第

１項の規定により派遣され、教育公務員特

例法（昭和２４年法律第１号）第２６条第

１項の規定により大学院修学休業をし、地

方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第１１０号）第２条の規定により

育児休業をし、さいたま市職員の配偶者同

行休業に関する条例（平成２７年さいたま

市条例第４号）第２条の規定により配偶者

同行休業をし、又はさいたま市教員の自己

啓発等休業に関する条例（平成２９年さい

たま市条例第１９号）第３条の規定により

自己啓発等休業をした場合（これらの期間

の初日の属する月又はその翌月に復職し、

又は職務に復帰することとなる場合を除

く。第１６条第２項において「派遣等とな



合」という。） った場合」という。）

 [略]  [略]

   附 則

 この規則は、公布の日から施行する。



 提案理由 

 さいたま市職員の自己啓発等休業に関する条例の制定に伴い、さいたま

市教員の自己啓発等休業に関する条例が廃止されることから、所要の改正

を行うものです。

 なお、施行期日は公布の日です。 



議案第５０号 

さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則の制定につ

いて

 さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則を、別紙のとおり

制定する。

  令和３年９月３０日提出

                             さいたま市教育委員会

                              教育長 細田 眞由美



別紙 

さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則

さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則（平成２９年さいたま市教育委員会規

則第２７号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄

にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後部

分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（期末手当の支給を受ける教職員） （期末手当の支給を受ける教職員）

第２条 条例第２５条において読み替えて準

用する職員給与条例第２７条第１項前段の

規定により期末手当の支給を受ける教職員

は、同項に規定するそれぞれの基準日に在職

する教職員（条例第２５条において読み替え

て準用する職員給与条例第２８条各号のい

ずれかに該当する者を除く。）のうち、次に掲

げる教職員以外の教職員とする。

第２条 条例第２５条において読み替えて準

用する職員給与条例第２７条第１項前段の

規定により期末手当の支給を受ける教職員

は、同項に規定するそれぞれの基準日に在職

する教職員（条例第２５条において読み替え

て準用する職員給与条例第２８条各号のい

ずれかに該当する者を除く。）のうち、次に掲

げる教職員以外の教職員とする。

 ～  [略]  ～  [略]

 さいたま市職員の自己啓発等休業に関

する条例（令和３年さいたま市条例第〇

号）第２条の規定により自己啓発等休業を

している教職員

 さいたま市教員の自己啓発等休業に関

する条例（平成２９年さいたま市条例第１

９号）第３条の規定により自己啓発等休業

をしている教職員

   附 則

 この規則は、公布の日から施行する。



 提案理由 

 さいたま市職員の自己啓発等休業に関する条例の制定に伴い、さいたま

市教員の自己啓発等休業に関する条例が廃止されることから、所要の改正

を行うものです。

 なお、施行期日は公布の日です。 



議案第５１号 

さいたま市教職員の給与に関する条例附則第６項等の規定による給料に関する規則の一部

を改正する規則の制定について

 さいたま市教職員の給与に関する条例附則第６項等の規定による給料に関する規則の一部を改

正する規則を、別紙のとおり制定する。

  令和３年９月３０日提出

                             さいたま市教育委員会

                              教育長 細田 眞由美



別紙 

さいたま市教職員の給与に関する条例附則第６項等の規定による給料に関する規則の一部

を改正する規則 

さいたま市教職員の給与に関する条例附則第６項等の規定による給料に関する規則（平成２９

年さいたま市教育委員会規則第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄

にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後部

分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（条例附則第６項の教育委員会規則で定め

る教職員）

（条例附則第６項の教育委員会規則で定め

る教職員）

第２条 条例附則第６項の教育委員会規則で

定める教職員は、教育職員のほか、学校栄養

職員又は事務職員で次に掲げる教職員とす

る。

第２条 条例附則第６項の教育委員会規則で

定める教職員は、教育職員のほか、学校栄養

職員又は事務職員で次に掲げる教職員とす

る。

 ・  [略]  ・  [略]

 施行日前に次に掲げる期間（以下この号

及び次条第１項第３号において「休職等期

間」という。）がある教職員であって、施行

日以降に当該休職等期間を含む期間に係

る復職時調整（さいたま市教職員の初任

給、昇格、昇給等の基準に関する規則（平

成２９年さいたま市教育委員会規則第１

３号。次条第１項第１号及び第４条第４項

において「市教職員初任給等基準規則」と

いう。）第３４条（施行日前の期間にあって

は、学校職員の初任給、昇格、昇給等の基

準に関する規則（昭和３２年埼玉県教育委

員会規則第１２号。以下「県学校職員初任

給等基準規則」という。）第３６条）、さい

たま市職員の育児休業等に関する条例（平

成１３年さいたま市条例第３０号）第８条

（施行日前の期間にあっては、職員の育児

休業等に関する条例（平成４年埼玉県条例

第６号）第８条）、公益的法人等へのさいた

ま市職員の派遣等に関する条例（平成１３

年さいたま市条例第３０３号）第６条（施

行日前の期間にあっては、公益的法人等へ

の職員の派遣等に関する条例（平成１３年

埼玉県条例第７２号。以下この号において

「県公益的法人等派遣条例」という。）第６

条）、さいたま市職員の配偶者同行休業に

関する条例（平成２７年さいたま市条例第

４号）第１０条（施行日前の期間にあって

は、職員の配偶者同行休業に関する条例

 施行日前に次に掲げる期間（以下この号

及び次条第１項第３号において「休職等期

間」という。）がある教職員であって、施行

日以降に当該休職等期間を含む期間に係

る復職時調整（さいたま市教職員の初任

給、昇格、昇給等の基準に関する規則（平

成２９年さいたま市教育委員会規則第１

３号。次条第１項第１号及び第４条第４項

において「市教職員初任給等基準規則」と

いう。）第３４条（施行日前の期間にあって

は、学校職員の初任給、昇格、昇給等の基

準に関する規則（昭和３２年埼玉県教育委

員会規則第１２号。以下「県学校職員初任

給等基準規則」という。）第３６条）、さい

たま市職員の育児休業等に関する条例（平

成１３年さいたま市条例第３０号）第８条

（施行日前の期間にあっては、職員の育児

休業等に関する条例（平成４年埼玉県条例

第６号）第８条）、公益的法人等へのさいた

ま市職員の派遣等に関する条例（平成１３

年さいたま市条例第３０３号）第６条（施

行日前の期間にあっては、公益的法人等へ

の職員の派遣等に関する条例（平成１３年

埼玉県条例第７２号。以下この号において

「県公益的法人等派遣条例」という。）第６

条）、さいたま市職員の配偶者同行休業に

関する条例（平成２７年さいたま市条例第

４号）第１０条（施行日前の期間にあって

は、職員の配偶者同行休業に関する条例



（平成２６年埼玉県条例第３７号）第１０

条）又はさいたま市職員の自己啓発等休業

に関する条例（令和３年さいたま市条例第

〇号）第１０条（施行日前の期間にあって

は、職員の自己啓発等休業に関する条例

（平成２３年埼玉県条例第１０号）第１０

条）の規定による号給の調整をいう。次条

第１項第３号において同じ。）をされたも

の

（平成２６年埼玉県条例第３７号）第１０

条）又はさいたま市教員の自己啓発等休業

に関する条例（平成２９年さいたま市条例

第１９号）第１１条（施行日前の期間にあ

っては、職員の自己啓発等休業に関する条

例（平成２３年埼玉県条例第１０号）第１

０条）の規定による号給の調整をいう。次

条第１項第３号において同じ。）をされた

もの

ア～ク [略] ア～ク [略] 

・  [略]  ・  [略] 

   附 則

 この規則は、公布の日から施行する。



 提案理由 

 さいたま市職員の自己啓発等休業に関する条例の制定に伴い、さいたま

市教員の自己啓発等休業に関する条例が廃止されることから、所要の改正

を行うものです。

 なお、施行期日は公布の日です。 



議案第４５号～５１号関係資料


















